ミニマム・アクセス米の輸入中止を求める意見書

　三笠フーズなどによる汚染米不正流通事件は底知れない広がりを見せている。残留農薬やカビ毒に汚染された輸入米などが、保育園や学校、病院、福祉施設で給食に使われていたことが次々に明らかとなり、このことは国民を不安に陥れているだけでなく、偽装された米を知らずに取り扱った業者の経営に多大な打撃を与え、問題は深刻化している。
今回問題となっている汚染米の大部分は、政府が旧ガット(現WTO)・ウルグアイラウンドの取決めにより義務的に輸入してきたミニマム・アクセス米である。
この事態で、農林水産省は汚染米の「供給源」となっていたミニマム・アクセス米の輸入を当面見合わせると発表しているが、この措置はあくまでも暫定的なものに過ぎず、国際的義務のようにミニマム・アクセス米を継続して輸入することは即刻中止すべきである。
また、今後も不必要な米の輸入を継続することは、国際的な食糧価格の高騰に加担することにならざるをえない。その一方、国内では「生産過剰」が米価下落の原因であるとして、生産調整が拡大・強化されており、矛盾は明らかである。この際、政府においては米の貿易と流通を自由化する政策を根本的に見直し、食の安全に責任を果たす体制を検討すべきである。
よって、政府においては、汚染米の「供給源」及び国際的な食糧価格高騰の要因となるミニマム・アクセス米の輸入を中止し、制度の見直しについてＷＴＯ交渉の場で強力に働きかけることを強く要望する。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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